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我 々の社 会の文化的成熟度 を測 る尺度 として、透明性(ト ラ ンスペ ア ラ ン シー)

とい う概 念 が重 要 な指標 とな って きた。透明性 が高 いほ ど文化 が高 い とす る もので、

従 って、我々の社会 は透明性が高 まる方向に発展 すべ きだ とす る考 え方 であ る。

混迷 と模索の世紀 を費消 して新時代 を迎 えた 日本 の政治経 済は、 この透明性 とい

う点 で十分 な発展 を成 し遂 げた と言 えるであろ うか。い ま進め られている構造改革

は、透明性 を飛躍的 に高 めるための突貫工事 とも言 える。少 な くとも企業経営 の世

界 は、経営意思決定 も財務情報 開示 も、 ともにその透明性 を高 めなければ生 き残 れ

ない時代 に突 入 した と言わ なければな らない。

ところで、企業経営 における透明性 とい う場合 、少 な くとも3つ の重 要 な問題 を

考 え る必 要 が あ る。す なわち、第1は コー ポ レー ト ・ガバ ナ ンス(企 業 統 治)の 強

化 、 第2は リス ク ・マ ネ ジ メ ン ト(経 営 リス ク管 理)の 徹 底 、 お よび第3は デ ィス

ク ロー ジ ャー(企 業 内容 開示)の 充 実 とい う問題 で あ る。 第1の コー ポ レー ト ・ガ

バ ナ ンス の強 化で は、第一義 的には所有者た る株主 の、広 くは多 くの利害 関係者の

利益 を保護iする ため に、経 営 者 の経 営 行動 を監視 ・統制す るシステム を構築 し、そ

の効率 的な運営 を確保 す ることが求め られ る。そのために、執行委員 ・社外取締役

制度 の導入や内部牽制 ・内部監査制度の強化が 図 られ なければな らない。

また、第2の リス ク ・マ ネ ジ メ ン トの徹 底 では、予見可能 な業務 リス クは もとよ

り、予見 困難 な信用 リス クや市場 リス クな どのいわゆる不確実性 リス クの回避 もし

くは軽減 のための組織 的 ・効果 的な体制が確 立 されなけれ ばな らない。 また、市場

にお ける競争優位 を確保 し、 ビジネスチ ャンス による企 業価値 の増大 を図 るため、

戦略的 リス ク ・マ ネジメ ン トに取 り組 むこ とが強 く求め られ る。 この リス ク ・マ ネ

ジメン トは、 コーポ レー ト ・ガバ ナ ンスの重要 な一環 として展開 される ことによっ

て、企業経営 における透明性 の確保が期待 されるのであ る。

そ して、第3の デ ィス ク ロー ジ ャー の充 実 で は、経営者の経営行動 をモニ タリン

グす る財務情報 開示 システムが整備 され、企業 を取 り巻 く各種利害 関係者 間で情 報

の非対称性が生 じない ようにする ことが求め られ る。企業の アカウンタビリテ ィー



(説 明責 任)を 遂行 す る た め に 、 会計 情 報 や リス ク情報 の組織 的 な管理 と適時適切

な開示が行 われ なければ ならない。企業の デ ィス クロージ ャーは、一方で コーポ レ

ー ト ・ガバ ナ ンスの必 要条件 となる と同時 に
、他 方で、外部利害関係者 の企業へ の

参加 を促進 する誘 因 となっているので ある。

社会 に矛盾が生 じ、時 に先行 きが不 透明 に陥る ことは我 々がすで に経験 している

ことであ る。大事 なことは、その矛盾 を どの ように解決 し、 また、 リス クの軽減 と

透明性 の確保 をいか に達成す るか とい うことである。合理的で堅固 な思想 と仕組み

を用意す るこ とが求め られるが 、ここで取 りあげた コーポ レー ト・ガバ ナ ンス、 リ

ス クマ ネジメ ン トお よびデ ィスクロー ジャーの3つ の 問 題 は、 そ の基 本 的枠 組 み を

構 成す る重 要 な概念 となる。今 日、 グローバ リゼー シ ョンの進展 に伴 って、政治経

済や ビジネスの世界 では透明性指標 の国際基準(グ ローバ ル ・ス タ ン ダ0ド)が 形

成 され つ つ あ る よ うに思 わ れ る。


